
※
介護分は平
成27年度か
ら対象

１ 計画の期間
平成31年度から33年度まで
２ 計画の目標等
高齢者をはじめすべての県民が、地域において「安心で質の高い医療・介護サービス
が受けられ、最期まで自分らしく生きられる千葉県を目指して」施策を推進する。

３ 基金の規模
◆総額 ３５．０億円を国に要望 ＊医療分：２７．５億円

＊介護分： ７．５億円

◆全国で1,858億円（医療分野1,034億円、介護分野824億円）

◆負担割合：国が３分の２ 都道府県が３分の１
◆配分方法：各都道府県から提出される計画案を踏まえ、都道府県計画の評価等の

政策的要因を勘案して、予算の範囲内で行う。

地域医療介護総合確保基金の概要

国では、団塊の世代が後期高齢者となる2025年に向けて、「効率的かつ質の高い医療提
供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題であることから、消費税

増収分を財源として、新たな財政支援制度を平成26年度に創設した。

各都道府県は、この制度を活用するため基金を造成し、毎年度策定する計画に基づき地

域における医療及び介護の確保のために必要な事業を実施する。

基金の根拠法：地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

趣 旨

基金規模（平成３１年度）

※毎年度３か年で計画を策定

計画案の概要（平成３１年度）

(医療分野の施策の柱） (介護分野の施策の柱）

①医療機関の役割分担 ③医療従事者の確保・定着 ①介護施設等の整備促進

②地域包括ケアの推進 ④地域医療の格差解消 ②介護従事者の確保・定着の促進

平成３１年度医療介護総合確保基金計画に係る国への要望について 資料１－１

基金のしくみ

※平成３０年度より医療分野、介護分野それぞれ１００億円の増で基金全体として２００億円の増





平成３１年度 医療分の要望

要望額は、２７．５億円 ［３０年度要望額（３６．６億円） △９．１億円］

在宅医療関係事業の強化による地域包括ケアの推進（０．８億円）

医師確保、看護師確保・養成の着実な促進（１８．９億円）

救急医療対策、産科医確保対策、小児救急対策の実施（４．３億円）

医療分の規模

要望の特徴

• 国への要望にあたっては、３１年度事業分として必要となる２６．０億円及び平成３２年～３３年
の後年度分として１．５億円の合計 ２７．５億円要望する。

• なお、３１年度事業費（執行予算）は、要望する２６．０億円に加え、平成２９年～３０年度計画
で積立てた基金の一部３．２億円※を活用して総額２９．２億円を予算計上している。

要望の概要

３１要望① ３１年度分 後年度分

総額 ２７．５ ２６．０ １．５

役割分担(区分Ⅰ） ３．５ ２．０ １．５

地域包括（区分Ⅱ） ０．８ ０．８

人材確保（区分Ⅲ） １８．９ １８．９ ―

格差解消（区分Ⅲ） ４．３ ４．３ ―

Ｄ

増減（①－②）

▲７．１

▲８．３

▲０．１

１．３

０．０

※病床機能分化・連携を推進するための
基盤整備事業の減。

※３．２億円の内訳 ㉚２．５億円、㉙０．７億円

３０交付額②

３４．６

１１．８

０．９

１７．６

４．３

平成３１年度 介護分の要望

要望額は、７．５億円 ［３０年度要望額（２．３億円）＋５．２億円］

介護医療院への転換整備に対する助成（５．８億円）
外国人留学生に対する就労支援（０．３億円）

介護分の規模

要望の特徴

３１要望① ３１年度分 後年度分

総額 ７．５ ７．５ ―

施設整備 ５．８ ５．８ ―

人材確保 １．７ １．７ ―

• 国への要望にあたっては、３１年度事業分として、介護医療院への転換整備を含む施設整備

分として５．８億円、人材分として１．７億円の計７．５億円の要望を行う。

• なお、３１年度事業費については、今回要望する７．５億円に加え、平成２７年度から平成３０

年度計画で積立てた基金の一部４４．６億円※を活用して、施設整備分、人材確保分あわせて

５２．１億円を予算計上している。

要望の概要

３０交付額②

２．３

２．０

０．３

増減（①－②）

５．２

３．８

１．４

Ｄ※介護医療院への転換整備事業の増

※４４．６億円の内訳㉚０．２億円、 ㉙３．４億円、㉘１６．１億円、㉗２４．９億円であり、２７年度計画分については、国の２７補正予

算（一億総活 躍社会の実現に向けて、介護離職者防止及び特養待機者の解消への取組）により平成２８年度から平成３２年度まで
の５年分として基金に積み立てた総額８６．８億円の一部を活用するもの。



平成３１年度事業費（執行予算）の状況

基金による事業費は、総額８１．３億円 （医療分２９．２億円 介護分５２．１億円）

３０年度事業費に比べ１７．６億円増 （医療分１．０億円増 介護分１６．６億円増）

介護分は施設整備分に関して、市町村要望が増加したため、事業費が３０年度に比べ増となっている。

県の当初予算（基金による事業費）

（参考）基金の活用状況（３１年度事業費） （単位：億円） ３０年度事業費 （単位：億円）

３０当初
(事業費)
②

事業費の財源内訳

３０基金 ２９基金 ２８基金 ２７基金

６３．７ ２８．６ ７．１ １０．８ １７．２

２８．２ ２６．３ １．８ ０．１

３５．５ ２．３ ５．３ １０．７ １７．２

増減
（①－②）

１７．６

１．０

１６．６

３１当初
（事業費）
①

事業費の財源内訳

３１基金 30基金 29基金 28基金 27基金

総額 ８１．３ ３３．５ ２．７ ４．１ １６．１ ２４．９

医療
分

２９．２ ２６．０ ２．５ ０．７

介護
分

５２．１ ７．５ ０．２ ３．４ １６．１ ２４．９

過年度計画で積み立てた基金を３１年度の執行財源として活用 医療分：３．２億円、介護分：４４．６億円

平成３１年度計画 国への基金要望について

国への要望は、平成２８年３月に策定した地域医療構想との整合を図りつつ、３１年度計画期

間（３１年度から３年間）における将来の事業費（１．５億円）を見込んだ積立額である３５．０億

円を要望する。

平成３１年度当初予算における基金を活用した事業費（執行予算）は、３１年度当初予算で措

置した額（３３．５億円）及び過年度計画で積立てた額（４７．８億円）の合計８１．３億円を活用

している。

本県の対応

（参考）国への要望と事業費の関係 （単位：億円）

基金積立額（要望額）＝３５．０億

３１年度分 後年度分 Ｈ3１要望額

総額 ３３．５ １．５ ３５．０

医療分 ２６．０ １．５ ２７．５

介護分 ７．５ ０．０ ７．５

事業費（執行額）＝８１．３億円

３１年度分 過年度分 Ｈ3１事業費

総額 ３３．５ ４７．８ ８１．３

医療分 ２６．０ ３．２ ２９．２

介護分 ７．５ ４４．６ ５２．１



事業提案の状況

医療・介護関係団体、病院、市町村、医療保険者等から広く事業提案を募集し、２３団体から

４２件の提案をいただいた。
計画事業に反映させることができた提案件数は１７件であった。

提案件数 事業反映件数

医療分 ３２件 １２件

介護分 １０件 ５件

事業区分 反映内容

医療分

医療機関の役割分担の促進
有病者口腔健康管理地域医療連携
訪問看護ステーション整備促進

地域包括ケアの推進
主治医・副主治医機能の強化
在宅医療介護連携支援センター連絡協議会の設置・運営
地域薬局における在宅医療を実施するための設備整備

医療従事者の確保

新任看護師、訪問看護師の技術習得支援
助産師実習病院確保
看護職の再就業支援
看護教員養成支援
看護職育成のための実習指導体制等の支援等

介護分 介護従事者確保

ミニ介護教室
千葉県介護コンテスト
介護職員リーダー養成研修
喀痰吸引等研修受講費用助成事業
外国人介護人材マッチング支援事業

提案事業の反映状況

計画策定に向けた今後のスケジュール

時期 医療分 介護分 備 考

３１年４月 国ヒアリング
３０年度ヒアリング
医療分４月、介護分５月

国の予算成立後 基金の交付要綱等の発出

３１年６月
～

国より交付金額の内示
３０年度内示
医療分９月、介護分７月

千葉県医療介護総合確保促進会議

３１年８月
～

都道府県計画の提出・交付金の交付申請の後、交付決定
３０年度交付申請 １０月
交付決定 医療分１月

介護分２月

（注）スケジュールは現時点での見込みであり、今後、変更があり得る。

（参考）３２年度事業提案のスケジュール

時期 医療分 介護分 備 考

３１年６月
関係団体・病院等に対し事業提案の照会
（締切：７月末）

３１年８月
～

事業化に向けた検討


